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「税理士と成年後見制度」
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　10.ビジネスとしての成年後見

　①成年後見制度をビジネスとしてどう捉えるか

　成年後見制度を社会貢献として捉えていく
ことを述べてきたが、ビジネスの側面がある
ことも否定できない。当然に後見人としての
役割を担う場合に、いくらかの報酬を受け取
ることになる。法定後見の場合には、民法862　　　　　
条の規定により、被後見人の資力に応じて裁
判所が後見報酬を決定する。一方、任意後見
の場合には、あくまで委任契約のため受任し
た後見業務の範囲内で両者間の同意により自
由に報酬を決定することができる。後見業務
やあるいは後見監督人業務について、報酬を
対価として、ビジネスと考えていく必要もあ
る。しかしながら、法定後見にしても、任意
後見にしても、まだ利用頻度は少ないようで
ある。税理士は、遺産分割等における法定後
見の必要性、不動産管理等における任意後見
の必要性を把握しうる立場として近いところ
にいることは事実である。まず、身近な納税
者の方に後見制度を周知していくことが必要
である。判断能力が不十分な方や高齢者や障
害者を保護することが第一である。つまり、
本人保護のために、後見制度の利用を促すこ
と、そして、本人の将来の不安を解決するた
めに任意後見制度の利用を促していくことが
大切である。そこから、ニーズが生まれ、税
理士としての専門職が生かされてくるといえ
る。　

②ビジネスとしての構築方法

　成年後見制度をビジネスとして捉えた場合、
さまざまな角度から考えることができる。　第一に、法定後見人としての役割である。
税理士の場合には、一定の研修を受けた者が
成年後見人として家庭裁判所へ登録をし、家
庭裁判所からの推薦により後見人としての事
務を担う場合がほとんどである。後見人等は、

本人の財産を管理したり、財産に関する法律

行為について本人を代理等することとなる。

この財産管理等について報酬を得ることがで

きるが、必ずしも後見業務に見合った報酬を

受け取ることができるわけではない。つまり、

法定後見の場合には家庭裁判所が報酬に関す
る決定権を持つことになり、後見人および本
人の資力その他の事情を考慮して、本人の財
産の中から相当な報酬を与えることとなるか

らである。したがってボランティア的要素が
強いことを心得ておく必要があるといえる。
　第二に、補助人としてある特定の法律行為

だけを補助することによる役割である。例え

ば、相続における遺産分割だけを行うに際し
て補助人となるといったものである。この場
合には、その法律行為だけが終了すれば補助
人としての役割は終わるため、ある期間だけ
の事務でよいこととなる。この場合の報酬に
ついても、自ら決めることはできないため、
家庭裁判所が決定権を持つこととなる。

　第三に、任意後見受任者としての役割であ

る。これは、あくまで本人との委任契約であ

るため、代理権限の範囲、報酬の範囲等を取

り決めることができる。委任の範囲に応じて、

たとえば不動産管理といった委任について、

毎月5万円ときめても、10万円と決めてもか

まわない。また、毎月の管理だけではなく、

不動産の売却については売却金額の2％とい

った定め方も可能である。したがって、任意

後見受任者としてのビジネス的側面は大きい

といえるのではないだろうか。

　第四に、後見事務終了後、それは大部分の

場合本人の死亡と考えられるが、死亡後の事

務である。もちろん、財産を多額に所有して

いた場合については相続税申告。そして、遺

言執行事務等である。ただし、遺産分割協議

や登記事務については士法に抵触する可能性

があるので注意が必要である。また、親族が

いない場合については、葬儀事務から墓の購

入まで請け負うことも考えられる。法定後見

の場合には、家庭裁判所が報酬についての決

定権を持つが、任意後見の場合には、あらか

じめ委任の範囲を決めることができるため、

相続税申告も含めることも可能である。

　第五に、後見監督人である。これは、法定、

任意を問わず監督人が必要な場合があるため、
監督人としてのビジネスが考えられる。監督
人は、あくまで後見人等の事務管理等を監督
するといった役割であるため、後見人ほどの
報酬は期待できないが、毎月なり一定の報酬
を得ることは可能である。ただし、監督人の
報酬については、家庭裁判所が法定後見人等
報酬と同様に決定権をもつことになる。

　以上のように、税理士業以外にさまざまな

ビジネスチャンスがある。法定後見の場合と

任意後見の場合と報酬体系等が異なると考え

られるが、今後の職域拡大としても考えてい

くことのできる分野である。

3 留意点

　さて、以上見てきたように成年後見制度を新たな税理士のビジネスと捉えることができる。考えなくてはいけないことは財産を多額に持っている方に関する後見は、確かにビジネスとして捉えることができるかもしれない。相続発生時における相続税申告の割合が5％程度であることからわかるように、多額に資産をもっている方ばかりとは限らない。つまり、年金暮らしをされていて、ほとんど資産を保有していない高齢者の方もいるということを考えなければならないのである。そのような方が、後見人を必要としている場合報酬を支払う力がないことによって差別をしてしまってもいいのであろうか？むしろ、大多数を占めているのが年金暮らしによる方々である。つまり、ビジネスとしての側面だけで後見制度を担うわけにはいかない。ボランティアの側面、税理士としての社会貢献の側面が強いことを理解しなければならない。

　介護ビジネスのように、一定の報酬が介護

保険という保険制度から手当てされるのであ

ればよいが、後見制度には残念ながらそのよ

うな保険制度は存在しない。つまり、報酬の

支払い資力がない被後見人に対する報酬につ

いては保障されていないことになる。

　成年後見制度を税理士の職域拡大と捉える

ことは、前向きに検討すべきであると思う。

ただし、福祉的な側面を持ち合わせているこ

とを念頭に置くべきである。

　そして、もうひとつ注意しなければならな

いことは、税理士として成年後見活動に参入

していくに際して、損害保険制度の整備が現

在ではまだなされていない。以前の章でも述

べたが後見活動を行っていく上で、たとえば被後見人の財産に損害を与えてしまった
場合や、人体を傷つけてしまった場合などに
ついての賠償責任が考えられる。司法書士が
運営している社団法人成年後見センター・リ
ーガルサポートではすでに成年後見損害賠償
保険の契約がなされている。税理士において
も、成年後見に関する損害賠償保険の整備が
一刻も早くなされなければならない。

　最後に、税理士が成年後見制度の担い手に

なる場合、民法の後見制度はもとより、憲法

の人権擁護や福祉の制度、痴呆症などの病気

の理解などなど多方面にわたる知識が尚一層

必要である。ビジネス的側面を考えることが
できると同時に数々の問題点をクリアーして、
この後見制度に参入していく必要がある。
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